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【 調 査 要 領 】  

第　回　家計と暮らしに関する調査4
調査 

　当研究所では、地域内の世帯の消費に関する意識や行動を継続的に捉えるために、2003年より

長崎市と佐世保市の市民に対し「家計と暮らしに関する調査」を実施している。第　回目となる4

今回調査では、「現在の暮らしの満足度」が若年世帯で改善を示したものの全体としては悪化。先

行きについては中高年世帯を中心に収入増加が見通し難く、一方で支出増加への懸念は引き続き

強まっている。

　．調 査 対 象　長崎市、佐世保市居住の500世帯1
　．調 査 方 法　郵送によるアンケート2
　．調 査 期 間　2006年　月中旬～下旬3 5

　．有 効 回 答　412世帯（回答率82.4％）4
　．質 問 項 目　暮らしの満足度、家計収支の推移、今後の暮らし向き、5
　　　　　　　　　買い物の際に重視すること、将来に対する不安など

　．回答者の属性6

【 要　　約 】
○暮らしの満足度DI（満足割合－不満割合）は20歳代では回復、40歳代では横這いながら、その他
の世代では悪化、全体では前回の2.0から今回△6.7と過去最低となった。
○家計収入DI（増加割合－減少割合）は前回の△29.2から△25.9と改善がみられるが、先行きについ
ては若年世帯でプラスが継続するものの高年齢世帯での落込みをカバーできず、△37.3と低下の
見込み。
○家計支出DI（増加割合－減少割合）は30歳代で低下した他は各年代で上昇し、全体では前回の40.1
から42.8へと上昇。先行きについては52.9と一段のアップを見込む。
費目別にみると、支出増の主因となっているのは「保険・医療費」、「交通費」、「水道光熱費」、
「教育費」等。一方で、「外食費」、「レジャー・娯楽費」、「交際費・小遣い」などは抑制。
○今後の暮らし向きDI（良くなる割合－悪くなる割合）は前回の△46.9から△51.2と悪化。世帯年収
500～700万円未満の中間層での落ち込みが顕著。

○買い物の際に重視することは「必要なものだけ」、「安全・安心なもの」、「安いもの」。
○将来に対する不安は「収入」、「自分や家族の健康」が上位。
○期待する施策は「医療費負担の抑制」と「年金水準の維持」、「減税」。
○利用したい商品・サービスとしては「国内旅行」が一番人気。

構成比（％）世　帯世帯主の年代別
6.32620歳代
12.65230歳代
22.39240歳代
27.211250歳代
31.613060歳以上
100.0412合　　計

構成比（％）世　帯世帯の年収別
26.9111300万円未満
36.2149300～500万円未満
16.568500～700万円未満
13.154700～1,000万円未満
5.1211,000万円以上
2.29不明
100.0412合　　計
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第　回　家計と暮らしに関する調査4

　　．暮らしの満足度1

　　　― 不満割合が満足割合を上回る ―

　現在の暮らしに対する満足度を全体的にみ

ると、「おおむね満足」が29.0％で最も多いが、

前回（34.6％）を下回っている。「満足」の割

合は3.7％と前回（3.0％）を上回ったものの、

これらを合わせた満足割合は32.7％と、前回

の37.6％を下回った。

　逆に「不満」（12.7％）、「やや不満」（26.7％）

はいずれも前回を上回り、これらを合わせた

不満割合も前回の35.6％から39.4％に上昇し

た（図表　）。1

　こうしたことから、満足割合から不満割合

を差し引いたDIは△6.7となり、初めてプラ

ス（＝満足割合が不満割合を上回る状態）と

なった前回（2.0）から一転して過去最低レベ

ルにまで悪化した（図表　）。2

　世帯主の年代別にDIをみると、20歳代が前

回の14.8から24.0に改善、また40歳代が△16.2

から△15.5とほぼ横這いとなっているほかは、

各年代で悪化。前回はDIがマイナスとなっ

ていたのは40歳代、50歳代のみであったが、

今回は20歳代以外の全年代でマイナスとなっ

た。なかでも「30歳代」、「60歳以上」ではそ

れぞれ前回比17.0ポイント、13.3ポイントの

大幅悪化をみている。

　世帯年収別にみると、全ての階層で前回比

悪化、なかでも「300万円未満」の世帯では前

回の△24.8から△45.5と悪化の度合いが大き

い（図表　）。3

0 20 40 60 80 100 
（％） 

5.05.05.0 31.731.7 26.226.2 23.523.5 13.613.6

32.032.0 26.826.8 27.327.3 11.911.9

34.634.6 26.826.8 23.523.5 12.112.1

29.029.0 27.927.9 26.726.7 12.712.7

31.7 26.2 23.5 13.6

2.0

32.0 26.8 27.3 11.9

3.0

34.6 26.8 23.5 12.1

3.7

29.0 27.9 26.7 12.7

図表1　暮らしの満足度 

2006年 
（今回） 

2003年 

2004年 

2005年 
（前回） 

不満 

満足 おおむね満足 

どちらともいえない やや不満 

図表2　暮らしの満足度DI

2006年 
（今回） 

2003年 2004年 2005年 
（前回） 

DI満足 おおむね満足 やや不満 不満 

満
足
割
合 

不
満
割
合 

40

20

0

20

40

△40

△20

0 

20 

40 

△0.40.4
△5.25.2

2.02.0

△6.76.7
△0.4

△5.2

2.0

△6.7

（％） （DI）

DI不満割合
（％）

満足割合
（％）属　性　項　目

前回

2.0△ 　6.739.432.7全　　　体

14.824.016.040.020　歳　代

年

代

別

15.1△ 　1.934.632.730　歳　代

△ 16.2△ 15.548.432.940　歳　代

△ 　2.7△ 11.842.430.650　歳　代

8.6△ 　4.737.232.560　歳　以　上

△ 24.8△ 45.557.311.8300万円未満

年

収

別

△ 　8.6△ 16.344.227.9300～500万円未満

17.114.626.541.1500～700万円未満

54.752.813.266.0700～1,000万円未満

68.552.519.071.51,000万円以上

図表　　暮らしの満足度（属性別）3
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　　．家計収支の推移2

　　　─ 収入減世帯が依然　割を占める4

　　　　 中で支出は増加傾向 ─

（　）家計収入1

　家計収入を前回と比較すると、増加割合

（「増加」0.7％と「やや増加」13.4％の合計）

が14.1％（前回14.4％）とほぼ横這い、減少割

合（「減少」14.4％と「やや減少」25.6％の合

計）は40.0％（前回43.6％）と引き続き縮小傾

向にあるものの依然　割の世帯で収入が減少4

している。

　家計収入DIの推移をみると、前々回（04年）

△35.8、前回（05年）△29.2と改善傾向が続く

なかで今回も△25.9とマイナス幅が縮小した。

しかし今後については△37.3と、先行きの収

入については慎重な見方が強い（図表　）。4

　家計収入DIを年代別にみると、「60歳代以

上」（前回△35.3→今回△39.6→今後の見通し

△64.0、以下同じ）では前回よりも低下したも

のの、他の全ての年代でDIが上昇。なかでも

「20歳代」（△7.4→23.1→34.7）、「30歳代」（△

1.5→11.6→9.6）ではプラスとなった。先行き

については、「20歳代」、「30歳代」では引き続

きプラスとなっているものの、「40歳代」以上

では年齢が上がるにつれてマイナス幅が大き

くなっている。

　年収別にみると、「300万円未満」（△35.3→

△43.2→△46.4）と「1,000万円以上」（△15.8

→△19.1→△33.3）で悪化しているが、その間

の層ではいずれも改善している。もっとも、

DIの水準としては全ての階層でマイナスと

なっており、また先行きもさらに悪化すると

の見通し（図表　）。5

（　）家計支出2

　支出をみると、　 年前と比べた増加割合1

（「増加」16.6％と「やや増加」37.1％の合計）

は53.7％と上昇傾向が続いており、逆に減少

割合（「減少」2.9％と「やや減少」8.0％の合

計）は10.9％にまで低下した。

　こうしたことから家計支出DIは引き続き

上昇傾向にあり、今回42.8と前回比2.7ポイン

ト上昇したほか、先行きについても52.9と10

ポイント近い上昇を見込んでおり、支出増加

に対する警戒感が強い（図表　）。6
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△37.537.5 △35.835.8
△29.229.2

△25.925.9

△37.337.3△37.5 △35.8
△29.2
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図表4　家計収入の推移 

2006年 
（今回） 

2003年 2004年 見通し 2005年 
（前回） 

DI増加 やや増加 やや減少 減少 

増
加
割
合 

減
少
割
合 

（％） （DI）

見通し今回前回属　性　項　目

△ 37.3△ 25.9△ 29.2全　　　体

34.723.1△ 　7.420　歳　代

年

代

別

9.611.6△ 　1.530　歳　代

△ 34.7△ 27.5△ 30.540　歳　代

△ 47.3△ 37.5△ 43.650　歳　代

△ 64.0△ 39.6△ 35.360　歳　以　上

△ 46.4△ 43.2△ 35.3300万円未満

年

収

別

△ 33.1△ 25.8△ 32.0300～500万円未満

△ 33.8△ 13.2△ 25.4500～700万円未満

△ 31.5△ 　7.4△ 15.9700～1,000万円未満

△ 33.3△ 19.1△ 15.81,000万円以上

図表　　家計収入DIの推移5
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第　回　家計と暮らしに関する調査4

　家計支出DIを年代別にみると、「30歳代」

（62.1→55.8→82.8）以外の年代でいずれも上

昇。また今後については全年代で上昇となっ

ている。

　世帯年収別にみると、DIが上昇したのは

「300万円未満」（35.3→46.7→48.9）、「500～

700万円未満」（34.3→51.4→67.6）で、それ以

外の層では低下した。もっとも、今後引き続

き低下を見込むのは「1,000万円以上」（49.9→

38.1→23.8）のみで、その他の層では上昇の見

通し（図表　）。7

（　）費目別の支出3

　家計支出DIを費目別にみると、前回比マイ

ナスとなったのは「習い事」（0.3→△1.9→△

4.3）、「レジャー・娯楽費」（△29.4→△28.9→

△29.0）の　項目にとどまる。一方、上昇の幅2

が大きかったのは「水道光熱費」（14.9→27.4

→22.5）、「教養費」（△7.6→2.3→1.3）、「交通

費」（18.6→27.0→30.4）、「教育費」（9.8→16.7

→22.3）等である。このうち「水道光熱費」、

「交通費」は原油価格高騰による石油製品（灯

油、ガソリン）の価格上昇を反映したものと

考えられる（図表　）。8

　次に、費目のいくつかを年代別にみてみよう。

①保険・医療費

　前回の38.2から今回41.2と上昇、先行きに

ついては55.6と上昇幅がさらに拡大。年代別

にみると、「20歳代」（40.8→25.0→46.2）と

「30歳代」（39.4→38.5→42.3）で前回比低下

した半面、40歳代以上の層では上昇。先行き

については全年代で上昇している（図表　）。9
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図表6　家計支出の推移 

2006年 
（今回） 

2003年 2004年 見通し 2005年 
（前回） 

増
加
割
合 

減
少
割
合 

DI増加 やや増加 やや減少 減少 

（％） （DI）

見通し今回前回属　性　項　目

52.942.840.1全　　　体

72.064.055.620　歳　代

年

代

別

82.855.862.130　歳　代

75.157.654.840　歳　代

30.428.818.250　歳　代

40.834.634.260　歳　以　上

48.946.735.3300万円未満

年

収

別

55.838.246.4300～500万円未満

67.651.434.3500～700万円未満

42.533.240.9700～1,000万円未満

23.838.149.91,000万円以上

図表　　家計支出DIの推移（属性別）7

見通し2006年
（今回）

2005年
（前回）2004年2003年項　目

18.918.713.814.19.0食料品費

△ 32.2△ 27.8△ 30.2△ 29.9△ 38.4外食費

△ 21.6△ 25.8△ 28.6△ 26.2△ 26.7被服費

13.76.85.08.95.7住居費

22.316.79.812.512.0教育費

55.641.238.239.234.2保険・医療費

30.427.018.616.48.7交通費

△ 29.0△ 28.9△ 29.4△ 34.7△ 34.2レジャー・娯楽費

△ 22.4△ 19.8△ 17.9△ 17.4△ 20.6交際費・小遣い

15.820.216.724.624.8通信費

22.527.414.920.416.5水道光熱費

1.32.3△ 　7.60.6△ 　0.7教養費

△ 　4.3△ 　1.90.30.8△ 　4.2習い事

6.11.0△ 　1.3△ 　1.1△ 10.9耐久消費財

△ 56.9△ 57.6△ 50.1△ 53.0△ 56.4預貯金

4.75.01.10.36.5ローン返済額

図表　　費目別家計支出DI8
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②教育費

　全体では前回の9.8から今回16.7と上昇、今

後の見込みも22.3と上昇傾向は変わらない。

年代別では、「20歳代」（14.8→36.0→46.2）が

前回から21.2ポイントの大幅な上昇。教育費

が必要な子どもを持つ割合の高い40歳代まで

は同様に上昇傾向となり、また今後について

も「30歳代」（48.5→52.0→77.0）の77.0をはじ

め、いずれも相当の上昇を見込んでいる。一

方、年代が上がるにつれて減少割合が優勢と

なり、DIは「50歳代」（△15.4→△9.2→△12.4）、

「60歳代以上」（△16.1→△13.0→△17.7）と

マイナス幅が拡大、先行きさらにそうした傾

向が強まる見通し（図表10）。
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図表9　家計支出DIの推移（保険・医療費） 
（％） （DI）

前
回 

今
回 

見
通
し 

増加割合 減少割合 DI

全体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 
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△40
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9.89.8
16.716.7

22.322.3

9.8
16.7

22.3
14.814.8

46.246.2

14.8

36.0 46.2 48.548.5 52.052.0

77.077.0

48.5 52.0

77.0

41.841.8
52.152.1

65.965.9

41.8
52.1

65.9

△15.415.4
△9.29.2 △12.412.4△15.4
△9.2 △12.4

△16.116.1△13.013.0△17.717.7△16.1△13.0△17.7

図表10　家計支出DIの推移（教育費） 

前
回 

今
回 

見
通
し 

増加割合 減少割合 DI

（％） （DI）

全体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 

③レジャー・娯楽費

　全体では前回の△29.4、今回の△28.9、見通

し△29.0と横這いが続くが、年代別で20～30

歳代とそれ以上の年代との間で支出スタンス

に大きな差異が見られる。すなわち、「20歳

代」（△18.6→4.0→26.9）では今回大幅に上昇

してプラスに転じ、先行きについても引き続

き上昇との見通し。また「30歳代」（△3.0→

△13.2→7.8）でも今回は若干低下しているが

先行きはプラスに転じるなど、比較的前向き

の姿勢がうかがわれる。これに対し、40歳代

以上はいずれも支出抑制色が強くなかでも

「40歳代」（△47.6→△46.1→△47.2）でこう

した傾向が目立っている（図表11）。
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第　回　家計と暮らしに関する調査4

④耐久消費財

　全体では、前回の△1.3から2.3ポイント上

昇して1.0とプラスとなり、今後についても

6.1と上昇傾向。年代別にみると、「20歳代」

（△3.7→△4.0→0.0）と「60歳代以上」（△1.9

→△8.5→△4.6）では今回マイナスながら上

昇の見通し、その他の年代では今回上昇して

いずれもプラスとなっており、特に「30歳代」

（6.0→9.6→25.0）は先行き15.4ポイント上昇

を見込み、耐久消費財の購買意欲が高くなっ

ている（図表12）。
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△36.436.4

△24.824.8

△35.835.8△36.4
△24.8

△35.8
△27.627.6

△33.433.4△37.337.3
△27.6

△33.4△37.3

図表11　家計支出DIの推移（レジャー・娯楽費） 

前
回 

今
回 

見
通
し 

増加割合 減少割合 DI

（％） （DI）

全体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 

30

20

10

0

10

20

30

40

△30

△20

△10

0

10

20

30

40

△1.31.3

1.01.0
6.16.1

△1.3

1.0
6.1

△3.73.7

0.00.0

△3.7
△4.0

0.0 6.06.0

9.69.6

25.025.0

6.0

9.6

25.0

△9.89.8

5.65.6

13.513.5

△9.8

5.6

13.5

1.81.8 3.93.9 2.92.91.8 3.9 2.9

△1.91.9

△8.58.5
△4.64.6△1.9

△8.5
△4.6

図表12　家計支出DIの推移（耐久消費財） 

前
回 

今
回 

見
通
し 

増加割合 減少割合 DI

（％） （DI）

全体 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上 

　　．今後の暮らし向き3

　　　　─ 慎重な見方が広がる ─

　今後の暮らし向きの変化について尋ねたと

ころ、「良くなる」（1.0％）と「やや良くなる」

（4.4％）を合計した良くなる割合は5.4％と、

前回（5.2％）比横這い。一方で「悪くなる」

（13.9％）と「やや悪くなる」（42.7％）を合

計した悪くなる割合は56.6％で前回の52.1％

を上回った（図表13）。

0 20 40 60 80 100 
（％） 

0.4

4.94.9 31.931.9

6.66.6 38.738.7

4.74.7 42.742.7

4.44.4 38.038.0

4.9 31.9 45.545.5 17.317.3

39.739.7 13.713.7

37.937.9 14.214.2

42.742.7 13.913.9

45.5 17.3

1.3

6.6 38.7 39.7 13.7

0.5

4.7 42.7 37.9 14.2

1.0

4.4 38.0 42.7 13.9

図表13　今後の暮らし向き 

2006年 
（今回） 

2003年 

2004年 

2005年 
（前回） 

良くなる やや良くなる 変わらない 

やや悪くなる 悪くなる 
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　この結果、今後の暮らし向きについてのDI

は△51.2となり前回（△46.9）に比べさらに慎

重な見方が広がっている（図表14）。

　DIを年代別にみると、いずれの年代もマイ

ナスながら、「20歳代」（△11.6）や「30歳代」

（△34.6）と40歳代以上（「40歳代」・△64.1、

「50歳代」・△54.4、「60歳代以上」・△53.9）

との間にはかなりの格差がみられ、なかでも

家計収入の増加が期待できないなかで教育費

等の負担感が強い「40歳代」において、より

シビアな見方がうかがわれる。また、前回と

比べても「40歳代」（前回△54.3→今回△64.1）

と「60歳以上」（△49.2→△53.9）での悪化が

目立っている。

　年収別にみると、年代別同様全ての層でマ

イナス。概して、世帯年収700万円を境に年

収が少ないほどDIのマイナス幅も大きく、慎

重な見方が多い。なお、前回比では「500～

700万円未満」での悪化が目につく（図表15）。

　　．買い物の際に重視すること4

　　　─「必要なものだけ」、「安全・安心

　　　　なもの」、「安いもの」を購入  ─

　買い物の際に重視することを尋ねたところ、

「必要なものだけを購入」が86.4％と前回と

横這いで　割を超え最も多い。その次に多い8

のは「安全なもの、安心なものを購入」（59.0

80

60

40

20

0

20

△80

△60

△40

△20

0

20

△57.557.5 △45.545.5
△46.946.9

△51.251.2
△57.5 △45.5

△46.9
△51.2

図表14　今後の暮らし向きDI

2006年 
（今回） 

2003年 2004年 2005年 
（前回） 

（DI）（％） 改
善
割
合 

悪
化
割
合 

良くなる やや良くなる 

やや悪くなる 悪くなる DI

DI悪化割合
（％）

改善割合
（％）属　性　項　目

前回

△ 46.9△ 51.256.65.4全　　　体

△ 11.1△ 11.638.526.920　歳　代

年

代

別

△ 36.4△ 34.650.015.430　歳　代

△ 54.3△ 64.167.43.340　歳　代

△ 54.1△ 54.456.21.850　歳　代

△ 49.2△ 53.955.51.660　歳　以　上

△ 52.3△ 58.363.75.4300万円未満

年

収

別

△ 51.2△ 47.954.76.8300～500万円未満

△ 36.7△ 57.460.32.9500～700万円未満

△ 39.5△ 38.946.37.4700～1,000万円未満

△ 42.1△ 33.433.40.01,000万円以上

図表15　今後の暮らし向き（属性別）
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（％） 
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9.3
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14.5
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12.6

20.0
19.7
18.2
18.0

14.3
15.9
17.5
18.4

26.5
23.0
20.0
19.9

64.1
63.9
61.8
58.0

57.0
54.3
58.1
59.0

82.2
82.8
86.3
86.4

図表16　買い物の際に重視すること 

その他 

必要なものだけ 
　　　　　を購入 

安全なもの、 
安心なものを購入 

できるだけ安い 
　　　商品を購入 

環境に配慮した 
　　　商品を購入 

商品の質、ブラン 
ドを重視して購入 

まとめ買いをする 

店のサービスを 
　　重視して購入 

店の格付け、信用 
　を重視して購入 

デザインや見た目 
　を重視して購入 

2006年 

2005年 

2004年 

2003年 
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％）で、前回　位の「できるだけ安い商品を2

購入」（58.0％）と入れ替わった（図表16）。

　年代別にみると、全ての年代で「必要なも

のだけを購入」が最も多くなっているが、「30

歳代」では「できるだけ安い商品を購入」が

同率で並んでいる。

　年収別にみると、1,000万円未満の層では

「必要なものだけを購入」が最も多いが、そ

れ以上の層では代わって「安全なもの、安心

なものを購入」がトップとなっている（図表17）。

　　．将来に対する不安5

　　　─「収入（とくに老後の収入）」や

　　　　「健康」についての不安が上位 ─

　将来に対する不安については、「ある」

（47.0％）と「少しある」（50.3％）の合計が

97.3％と大半で、将来に不安を感じない世帯

は2.7％と僅少であった（図表18）。

　不安を感じる要素をみてみると、「老後の

収入」が65.4％で最も多く、以下「自分や家

そ
の
他

デ
ザ
イ
ン
や
見
た
目

を
重
視
し
て
購
入

店
の
格
付
け
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を
重
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し
て
購
入

店
の
サ
ー
ビ
ス
を
重
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し
て
購
入
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と
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買
い
を
す
る

商
品
の
質
、
ブ
ラ
ン

ド
を
重
視
し
て
購
入

環
境
に
配
慮
し
た
商

品
を
購
入

で
き
る
だ
け
安
い
商

品
を
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入

安
全
な
も
の
、
安
心

な
も
の
を
購
入

必
要
な
も
の
だ
け
を

購
入

属　性　項　目

0.76.810.012.618.018.419.958.059.086.4全　　　体

―19.27.723.138.534.611.565.423.184.620　歳　代

年

代

別

―15.47.73.817.323.15.873.136.573.130　歳　代

2.24.310.912.014.117.412.067.451.185.940　歳　代

―4.58.010.717.017.021.449.167.984.850　歳　代

0.84.612.316.217.715.431.551.573.193.860歳以上

2.710.88.118.918.012.624.364.958.690.1300万円未満

年

収

別

―7.48.712.117.414.115.462.451.787.2300～500万円未満

―4.411.87.423.527.916.251.567.680.9500～700万円未満

―1.913.09.314.822.218.550.059.387.0700～1,000万円未満

――9.54.89.538.138.128.681.071.41,000万円以上

図表17　買い物の際に重視すること（属性別）
（％）

図表18　将来に対する不安 

あるある 
47.047.0％ 少しある少しある 

50.350.3％ 

ある 
47.0％ 

ない 
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少しある 
50.3％ 
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3.0
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3.0
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17.0

23.3
26.4
26.2
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27.2
29.0
26.8

38.4
40.4
41.5
43.9
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60.4
57.9
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63.9
62.2
62.4

62.9
66.2
66.6
65.4

80 
（％） 

図表19　不安要素（複数回答） 

その他 

2006年 

2005年 

2004年 

2003年 

老後の収入 
（年金等） 

自分や家族の健康 

収入についての不安 

家計支出の増加 

子どもの教育 

家族の介護 

雇　　用 
（失業、リストラ） 
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族の健康」（62.4％）、「収入についての不安」

（57.9％）と続く。このうち「収入について

の不安」は第　回調査時の67.7％以降第　回1 2

が61.7％、第　回が60.4％と回を追って比率3

が低下してきている。また「雇用」も前回比

では横這いながら比率低下傾向にあり（第　1

回の28.4％から今回17.0％）、収入・雇用と

いった面での不安はひと頃に比べやや緩和の

方向にあるように見受けられる（図表19）。

　年代別にみると、「20歳代」では「家計支出

の増加」が最も多く、「収入についての不安」

がこれに次ぐ。「30歳代」と「40歳代」では

「収入についての不安」が最も多い。それよ

りも上の年代では「老後の収入」、「自分や家

族の健康」が上位となる。

　世帯年収別にみると、700万円未満の層ま

では「老後の収入」が最も多く、「収入につ

いての不安」や「自分や家族の健康」が続く。

700万円以上の層では「自分や家族の健康」、

「老後の収入」の順となっている（図表20）。

その他雇用（失業、
リストラ）　家族の介護子ども

の教育
家計支出
の増加　

収入につい
ての不安　

自分や家族
の健康　　

老後の収入
（年金等）属　性　項　目

3.017.025.626.843.457.962.465.4全　　　体

4.317.44.339.173.947.839.139.120　歳　代

年

代

別

―25.015.465.461.573.138.540.430　歳　代

1.124.424.457.855.671.151.160.040　歳　代

3.623.432.49.928.857.773.978.450　歳　代

4.92.428.50.834.143.974.873.260　歳　以　上

―21.528.013.149.567.364.570.1300万円未満

年

収

別

4.115.825.330.841.163.061.064.4300～500万円未満

4.523.922.447.853.753.753.761.2500～700万円未満

3.87.730.819.230.830.871.263.5700～1,000万円未満

――22.222.227.844.477.861.11,000万円以上

図表20　不安要素（属性別）
（％）

　　．期待する施策6

　　　─「医療費負担の抑制」、「年金水準

　　　　の維持」が上位 ─

　行政に期待する施策を尋ねたところ、「医

療費負担の抑制」が67.7％でトップ、次いで

「年金水準の維持」が66.3％と、前回と順位が

入れ替わった。以下「減税」（56.1％）、「社会

保険料の軽減」（42.5％）といった順である。

　このなかで「減税」は前々回が50.9％、前

回54.4％、そして今回の56.1％と次第に上昇

しており、税負担感が強まっていることがう
0 20 40 60
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3.6

21.0
21.4
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28.1
25.7

22.1

23.0
22.9
25.7

40.3
36.7

25.7

36.7
28.2
26.9

40.8
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38.6

43.8
48.9

42.5

50.9
54.4
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69.3
66.3

65.6
64.1
67.7

80 
（％） 

図表21　期待する施策（複数回答） 

その他 

2006年 

2005年 

2004年 

医療費負担の抑制 

年金水準の維持 

減　　税 

社会保険料の軽減 

高齢者福祉の充実 

雇用対策 

景気刺激策の実行 

教育費の抑制 

財政赤字の改善 

育児環境の整備 
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かがわれる（図表21）。

　年代別にみると、「20歳代」では減税が、「30

歳代」では「医療費負担の抑制」がそれぞれ

最も多く、「教育費の抑制」、「育児環境の整

備」がそれに続いている。「40歳代」では「減

税」、「年金水準の維持」が、また「50歳代」、

「60歳以上」では「年金水準の維持」、「医療

費負担の抑制」が　位、　 位を占めている。1 2

また「高齢者福祉の充実」については当然の

ことながら年代が高くなるほど関心が強まっ

ており、「60歳以上」では56.9％（　位）に達3

している。

　年収別にみると、順位は異なるものの各層

共通して「医療費負担の抑制」、「年金水準の

維持」、「減税」への期待が強い（図表22）。

　　．利用したい商品・サービス7

　　　─「国内旅行」が引き続き人気 ─

　家計にゆとりがでた場合に購入したい商品

や利用したいサービスについて尋ねたところ、

「国内旅行」が60.0％と前回に続いて最も多

かった。以下もほぼ前回同様の項目が続き、

「住宅」（40.7％）、「趣味や習い事など」（35.6

％）、「ショッピング」（35.3％）の順である。な

お、これらには及ばないものの「高額家電商

品」が26.7％と前回の21.5％から5.2ポイント

の上昇となっており、薄型テレビをはじめデ

ジタル家電などの購入意欲の高まりがその背
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属　性　項　目

3.620.622.125.725.726.938.642.556.166.367.7全　　　体

7.757.726.946.226.911.57.738.576.930.838.520　歳　代

年

代

別

3.853.826.955.821.228.813.536.553.840.463.530　歳　代

4.37.619.650.031.531.527.241.363.062.058.740　歳　代

0.911.617.011.630.435.745.542.955.472.370.550　歳　代

4.616.925.44.619.218.556.946.248.581.579.260　歳　以　上

7.220.723.412.627.927.955.943.248.668.577.5300万円未満

年

収

別

2.725.522.830.225.530.234.241.666.461.165.8300～500万円未満

2.916.214.736.825.020.627.944.155.966.261.8500～700万円未満

―13.025.927.829.625.933.340.742.677.863.0700～1,000万円未満

―19.028.619.014.323.828.638.147.661.966.71,000万円以上

図表22　期待する施策（属性別）
（％）
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図表23　利用したい商品・サービス（複数回答） 

2006年 

2005年 

2004年 

2003年 

その他 

国内旅行 

住　宅 

趣味や習い事など 

ショッピング 

高額家電商品 

マイカー 

美容や健康 

海外旅行 

スポーツ 
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景にあるのではないかと考えられる（図表23）。

　年代別にみると、「20歳代」の「ショッピン

グ」以外は全ての年代において「国内旅行」

がトップ。

　年収別にみると、全ての層で「国内旅行」

が過半数を占めトップ、次点は「500～700万

円未満」では「ショッピング」、それ以外の

層では「住宅」となっている（図表24）。

そ
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属　性　項　目

5.25.721.022.526.226.735.335.640.760.0全　　　体

3.83.830.826.942.311.561.542.350.038.520　歳　代

年

代

別

―3.811.528.834.638.544.238.546.269.230　歳　代

3.35.416.319.640.226.147.830.442.458.740　歳　代

7.33.720.223.919.327.527.531.245.051.450　歳　代

7.18.727.019.815.124.623.840.531.769.060　歳　以　上

9.38.315.729.623.125.032.438.941.763.0300万円未満

年

収

別

1.44.823.823.126.525.233.337.446.956.5300～500万円未満

5.91.519.126.529.432.454.429.427.973.5500～700万円未満

3.85.720.87.528.328.332.132.137.752.8700～1,000万円未満

10.015.045.010.025.020.015.040.050.055.01,000万円以上

図表24　利用したい商品・サービス（属性別）
（％）

（野邉　幸昌）




